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市区町村における母子保健情報の電子化および利活用の現状と課題
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目的 母子保健情報の利活用は，日常の母子保健活動における個別支援に貢献できると期待される。

2020年 6 月より，乳幼児健康診査（以下，乳幼児健診）等の情報の電子化が各市区町村に義務

付けられたが，その実施状況は明らかではない。2020年度厚生労働科学研究費補助金（成育疾

患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業））「母子の健康改善のため

の母子保健情報利活用に関する研究」研究班（研究代表者山梨大学 山縣然太朗）は，情報

利活用における課題を明らかにすることを目的として，市区町村における実態調査を行った。

方法 2020年12月 1 日から2021年 1 月29日に，全1,741市区町村（指定都市，中核市，保健所設置

市，特別区を含む。）の母子保健主管部（局）担当課を対象に，乳幼児健診等の情報の電子化，

ならびに情報連携の実施等を問う自記式調査票による調査を行った。

結果 全国1,741市区町村のうち985の市区町村から回答を得た（回答率 56.6）。乳幼児健診に

おける最低限の項目の電子化をしていたのは，34 か月，1 歳 6 か月，3 歳児健診で931

（94.5），936（95.0），936（95.0）であった。副本登録については，164（16.7）の市

区町村では情報の再入力，42（4.3）では，何らかの追加作業が必要であり，追加作業が必

要な市区町村では，必要のない市区町村に比べて有意に負担を感じていた。住民の転出入等に

伴い乳幼児健診等の情報連携を実施した市区町村は，130（13.2），実施しなかったのは756

（76.8），転出・転入なしが90（9.1）であった。情報連携の実施率は指定都市・中核市・

特別区で有意に高かった。情報連携を行わなかった理由として，指定都市・中核市・特別区で

は，「転入者を随時把握して情報照会することが負担」，その他の市町村では，「従来の方法で

情報共有ができており，情報連携を行う必要性を感じない」がより多い傾向にあった。

結論 最低限電子化すべき項目は 9 割以上の市区町村で電子化されていたが，情報連携実施は一割

程度であった。都市部および大都市周辺の市区では情報連携の作業負担が大きく，その他の市

町村では情報連携の利点を感じていない傾向が示された。電子化項目の整備，即時で簡便な副

本登録による作業負荷軽減など多面的な取組が必要と考えられた。
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 緒 言

多様化する疾病や家庭環境など，個別化された介

入支援への期待に応えるべく，保健医療分野におけ

る健康情報の管理・利活用等を推進していく機運が

高まっている1)。保健医療情報の一部である母子保
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健情報も，個々人の保健医療情報を閲覧できるよう

にすることで，個人が主体となって健康増進等に活

用していくことが期待される2,3)。また，保健医療

機関のネットワークで共有することで，支援対象者

の抽出，継続的な個別支援・フォローアップなど日

常の母子保健活動に活用することが期待できる。と

くに，母子保健情報のスムーズな関係者での引継ぎ

は，転居時などに途切れることなく子どもおよびそ

の保護者が必要な支援を受けられるようにするうえ

でも重要である。さらに，地域における活動の進捗

および目標達成状況の分析や PDCA による事業評

価に活用することで，より効率的，効果的な母子保

健事業実施に役立てることができる。

母子保健情報の利活用等について検討を進めるた

め，2017年 1 月に設置された厚生労働省「データヘ

ルス改革推進本部」4)のもとに，2018年 1 月に「乳

幼児期・学童期の健康情報の連携」を検討するプロ

ジェクトチームが設置された5)。これを受けて，同

年 4 月に厚生労働省子ども家庭局長のもとに設置さ

れた「データヘルス時代の母子保健情報の利活用に

関する検討会」において，乳幼児の健康診査（以下，

乳幼児健診）および妊婦健診の健診情報の電子的記

録様式の標準化と，電子化に関する検討が行われた。

検討会では基本的な項目選択基準および選定に当

たって留意すべき事項を検討し，それに基づいて，

「標準的な電子的記録様式」を策定するとともに，

乳幼児健診については，さらに「最低限電子化すべ

き情報」を策定した6)。また，市区町村が主体と

なって情報を保有・管理し，マイナンバーを識別子

として用いて個人を識別することとした6)。保管さ

れている健診情報を本人または保護者が閲覧する際

は，マイナンバー制度に基づくマイナポータルを活

用することとした。

情報利活用の推進のため，デジタル手続法の成立

（2019年法律第16号）7)，母子保健法（1965年法律第

141号）およびマイナンバー法（2013年法律第27号）

の改正など，一連の政策上の対応が進められた。こ

れにより，乳幼児健診の情報をマイナンバー法の情

報連携の対象とすること，市区町村が，健診対象者

の転入に伴い以前の居住地である市区町村に対し，

乳幼児健診の情報の提供を求めることができること

が規定された8)。これらの法改正を受けて，市区町

村における乳幼児健診等の情報の電子化および情報

連携が2020年 6 月に本格的に開始された。

しかし，本格開始以降，各市区町村における電子

化および情報連携の実施状況，実施上の課題につい

ては明らかになっていない。厚生労働科学研究費補

助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健

やか次世代育成総合研究事業））「母子の健康改善の

ための母子保健情報利活用に関する研究」研究班

（研究代表者山梨大学 山縣然太朗）（以下，研究

班）は，デジタル手続き法施行後初めて，市区町村

における乳幼児健診等の情報の電子化や市区町村間

の連携について調査を行った。また，市区町村の

オープンデータ取組率は，人口規模によって異な

り，規模の大きい市区町村ほど取組率が高いことが

わかっている9)。データ利活用における取組につい

ても，市区町村の規模やリソース，既存の仕組みの

違いによって影響される可能性がある。本研究で

は，乳幼児健診等の母子保健情報の電子化や連携に

おける実態を明らかにし，データ利活用運用上の課

題を明らかにするとともに，課題を指定都市・中核

市・特別区，その他の市町村別に評価することで，

データ利活用を推進するための対策を検討すること

を目的とした。

 方 法

2020年12月 1 日から2021年 1 月29日の間に，全国

の1,741全市区町村（指定都市，中核市，保健所設

置市，特別区を含む。以下，同様。）の母子保健主

管部（局）担当課を対象に自記式調査票による調査

を行った。調査票は，二部構成で17問から成る。第

一部では 34 か月児健診，1 歳 6 か月児健診，3 歳

児健診における「最低限電子化すべき情報の電子化」

の有無，34 か月児健診，1 歳 6 か月児健診，3 歳

児健診，妊婦健診における，「標準的な電子記録様

式の項目の電子化」の有無，および「マイナポータ

ルでの自己情報閲覧利用状況の把握」の有無につい

て，それぞれ選択形式で質問した。「最低限電子化

すべき情報」とは，乳幼児健診等の受診有無，判定

結果，身体計測値が含まれ，子どもの転居などの際

に，市区町村間での情報を引き継ぐことで，効率

的，継続的に保健サービスの提供を行うことが期待

され，市区町村が必ず電子化する情報として定めら

れている。「標準的な電子記録様式の項目」は，最

低限電子化すべき情報に加えて，妊娠経過，歯科健

診や新生児聴覚検査の結果など，本人の健康履歴を

本人又は保護者が一元的に閲覧し，自らの健康を管

理することに有用な項目が含まれる。

第二部においては，健診等母子保健情報における

副本登録と自治体間の情報連携に関して調査した。

具体的には，副本登録の方法，副本登録の負担，自

治体間の情報連携実施の有無，これまでの情報連携

実施回数，情報連携継続の意向の有無，情報連携時

の課題，マイナポータルでの健診結果の閲覧につい

ての住民からの問い合わせの有無，について，選択
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図 乳幼児健診等母子保健情報の電子化実施状況（985市区町村）
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形式および自由回答形式で質問した。副本登録と

は，市区町村の既存システム内に保存されている個

人情報からコピーした，マイナンバーに対応した符

号のついた個人情報のことで，各市区町村の中間

サーバに登録され，情報共有ネットワークシステム

を通じて市区町村間での情報連携が行われる10)。

調査票の作成は，厚生労働省母子保健課の担当者

や実際に市区町村で電子化や情報連携を行う担当者

への聞き取りをもとに研究班が行った。調査票の妥

当性評価のための事前調査は行っていない。調査票

配布の前に，都道府県を通じて担当課への調査実施

の通知および協力依頼を行った。調査票は，各市区

町村の担当課に直接郵送し，回答用紙に回答を記入

した上で，郵送もしくは Fax による返送を依頼し

た。紙で収集した回答結果は，Excel 2016（O‹ce,

Microsoft）に入力して管理し，STATA/MP 16.1

(StataCorp, College Station, Texas, USA）を用いて

集計・解析を行った。

本研究は，個人情報を取得していないため『人を

対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指

針』に該当しない。

 報 告 内 容

全国1,741市区町村のうち985の市区町村から回答

を得られた（回答率 56.6）。そのうち，政令指

定都市は17，中核市は47，特別区は11であった。17

の市区町村名は不明であった。

. 健診等の情報の電子化およびマイナポータル

での自己情報閲覧利用状況把握について

回答した985市区町村のうち，乳幼児健診におけ

る最低限の項目の電子化がなされていたのは，34

か月児健診で931（94.5），1 歳 6 か月児健診で

936（95.0），3 歳児健診で936（95.0）であった

（図 1）。一方で，標準的な項目の電子化を行ってい
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表 都市の規模による標準的な電子記録様式項目

の電子化実施状況（968市区町村)

標準的な電子
記録様式項目の
電子化実施済

指定都市・中
核市・特別区
（N＝75)

その他の
市町村

（N＝893)

P 値
（カイ二
乗検定)

34 か月児健診 29(39.2) 443(50.1) 0.071

1 歳 6 か月児健診 30(40.5) 440(49.7) 0.132

3 歳児健診 30(40.5) 446(50.3) 0.105

妊婦健診 20(27.0) 396(45.4) 0.002

数値は，数（)

図 市区町村間の情報連携にあたってのデータ入力（副本登録）実施方法（985市区町村）

表 副本登録の負担（複数回答）と副本登録入力方法による負担感の違い

副本登録の負担
全市区町村
（N＝985)1

副本登録の入力方法による比較

情報再入力は不要
（N＝755)

情報再入力あるいは
何らかの手続きが必要

（N＝206)

P 値
（カイ二乗検定)

負担に感じる点なし 358(36.4) 322(43.3) 33(16.2) ＜0.001

項目が多く負担2 290(29.4) 202(27.2) 84(41.2) ＜0.001

手続きが複雑で負担2 187(19.0) 100(13.4) 83(40.7) ＜0.001

登録の必要性に疑問あり 305(31.0) 227(30.5) 75(36.8) 0.089

数値は，数（)
1 985市区町村のうち，23市区町村は無回答
2 何らかの負担を感じている（「項目が多く負担」，「手続きが複雑で負担」のどちらか，あるいは両方を選択）市区町

村は391(39.7)
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る市区町村は，34 か月児健診，1 歳 6 か月児健診，

3 歳児健診，妊婦健診でそれぞれ，483（49.0），

481（48.8），487（49.4），427（43.4）にとど

まった。妊婦健診の標準的な項目の電子化について

は，指定都市・中核市・特別区では20（27.0），

その他の市町村では396（45.4）と，有意な差を

認めた（P＝0.002）（表 1）。指定された項目以外の

電子化を独自に行っていた市区町村は，34 か月児

健診，1 歳 6 か月児健診，3 歳児健診，妊婦健診で

それぞれ，286（29.0），299（30.4），307（31.2），

239（24.3）であった。マイナポータルでの乳幼

児健診等結果の自己情報閲覧利用状況を把握した市

区町村は，乳幼児健診ではいずれの年齢も 51

（5.2），妊婦健診では35（3.6）であった。

. 市区町村間の情報連携について

市区町村間の情報連携のために必要な副本登録に

ついては，755市区町村（76.7）では，「正本登録

を母子保健システムに入力すれば自動的に副本デー

タが団体内統合宛名システムへ送信される仕組みと

なっており，副本登録の際に再入力の必要はない」

と回答した（図 2）。一方で，164市区町村（16.7）

では，「正本登録は母子保健システムで管理してい

るが，改めて副本登録のために中間サーバ接続端末

等に情報を入力する必要がある」と回答した。その

他（42市区町村，4.3）と回答した市区町村でも，

副本登録を中間サーバに送信するのは手作業で行う

など，副本登録のための何らかの追加の作業が必要

であった。

副本登録の負担について，358市区町村（36.4）
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表 市区町村間でのマイナンバーを用いた乳幼児健診等の情報連携（情報照会）実施状況

情報連携
実施有無

全市区町村
（N＝985)1

市区町村別による比較 副本登録の入力方法による比較

指定都市・中
核市・特別区
（N＝75)

その他の
市町村

（N＝884)

P 値
（カイ二
乗検定)

情報再入
力は不要

（N＝752)

情報再入力あるい
は何らかの手続き
が必要（N＝206)

P 値
（カイ二
乗検定)

実施した 130(13.2) 26(34.7) 103(11.7) ＜0.001 101(13.4) 28(13.6) 0.277

実施しなかった 756(76.8) 48(64.0) 696(78.7) 590(78.5) 154(74.8)

転出・転入なし 90(9.1) 1(1.3) 85(9.6) 61(8.1) 24(11.7)

数値は，数（)
1 985市区町村のうち，9 市区町村は無回答

表 情報連携を実施した市区町村における情報連

携実施件数

情報連携
実施件数

情報連携を
実施した
市区町村

（N＝130)

市区町村別による比較

指定都市・中
核市・特別区
（N＝26)

その他の
市町村

（N＝103)

10＜ 57(43.9) 4(15.4) 52(50.5)

1099 51(39.2) 9(34.6) 42(40.8)

100499 18(13.9) 10(38.5) 8(7.8)

≧500 4(3.1) 3(11.5) 1(1.0)

数値は，数（)
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が負担なしと回答したのに対し，391市区町村

（39.7）が負担を感じていると回答した（表 2）。

負担の内容としては，290市区町村（29.4）が

「副本登録項目が多く負担に感じる」，187市区町村

（19.0）が「副本登録の手続きが複雑で，負担に

感じる」を選択した。負担を感じない割合は，副本

登録が自動化されている市区町村で有意に高く（P
＜0.001），負担に感じる割合は，いずれの負担内容

についても，副本登録が自動化されていない自治体

において有意に高かった（P＜0.001）。一方で，305

市区町村（31.0）が，「当該データの利活用目的

や方法が不透明であり，登録の必要性に疑問を感じ

る」を選択した。副本登録の自動化の有無では，登

録の必要性への疑問には有意な差は認められなかっ

た（P＝0.089）。

市区町村間の情報連携については，運用開始以降

で，住民の転出・転入等に伴いマイナンバーを用い

た乳幼児健診等の情報連携（情報照会）を実施した

市区町村は，130（13.2），実施しなかったのは

756（76.8），転出・転入なしが90（9.1）であっ

た（表 3）。情報連携の実施割合は，指定都市・中

核市・特別区において26（34.7）と，その他の市

町村の103（11.7）と比べて有意に高かった（P＜

0.001）が，副本登録の自動化の有無では，情報連

携の実施率に有意差は認められなかった（P＝0.277）。

情報連携を行った130市区町村のうち，情報連携

を実施した件数は，10件未満が57（43.9），10件

以上100件未満が51（39.2），100件以上500件未満

が18（13.9），500件以上が 4（3.1）であった

（表 4）。情報連携を行っている市区町村の中で，運

用上の課題の解決策を講じる必要があると感じてい

る，あるいは今後の運用について不安を感じている

市区町村が88（67.7）であった（表 5）。課題を

感じている割合は，指定都市・中核市・特別区で高

い傾向にあったが，有意差は認められなかった（P
＝0.055）。情報連携における現時点の課題として最

も多く挙げられたのは，「転入直後に情報照会して

も転入前の市区町村で副本登録されていない場合，

後日改めて照会をかける必要がある」（79市区町村，

60.8），「転入者を随時把握して情報照会すること

が負担」（78市区町村，60.0）であった（図 3）。

情報連携を行わなかった756市区町村では，主な

理由として「転入者を随時把握して情報照会するこ

とが負担」を最も多く選択した（314市区町村，

41.5）（表 6）。次いで，従来の方法で情報共有が

できており，情報連携を行う必要性を感じない，と

いう理由が挙げられた（211市区町村，27.9）。指

定都市・中核市・特別区では，その他の市町村と比

べて，「転入者を随時把握して情報照会することが

負担」（63.8 vs 41.1，P＝0.002），「転入直後に

情報照会できない」（31.9 vs 20.0，P＝0.051），

という課題を多く挙げる傾向にあった。一方で，そ

の他の市町村では，「従来の方法で情報共有可・必

要性を感じない」を多く選択する傾向にあった

（17.0 vs 29.4，P＝0.070）。従来の情報収集方

法としては，転入時の転入者との面接，母子手帳の

確認，市区町村間での文書のやり取り，などが挙げ

られた。とくに継続支援が必要な場合は，マイナ

ポータルで参照可能な情報では不十分であり，既存

の連携体制で詳細な情報交換を行っているという記

載も認められた。また，転入者が少ないために，従

来の方法で十分に把握できるという回答も認められ
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表 情報連携を実施した市区町村における情報連携についての考え

情報連携についての考え

情報連携を
実施した
市区町村

（N＝130)1

市区町村別による比較

指定都市・中核市・
特別区（N＝26)

その他の市町村
（N＝103)

P 値
（カイ二乗検定)

問題なく，引き続き実施したい 33(25.4) 4(16.0) 29(28.2) 0.055

課題があり改善策が必要 54(41.5) 16(64.0) 37(35.9)

課題はないが今後の運用に不安あり 34(26.2) 3(12.0) 31(30.1)

その他 8(6.2) 2(8.0) 6(5.8)

数値は，数（)
1 130市区町村のうち，1 市区町村は無回答

図 情報連携における現時点の課題（複数回答）（情報連携を実施した130市区町村）

表 マイナンバーを用いた情報連携ができなかった理由（複数回答)

情報連携ができなかった理由

情報連携を
実施しなかっ
た市区町村
（N＝756)1

市区町村別による比較

指定都市・中核市・
特別区（N＝48)

その他の市町村
（N＝696)

P 値
（カイ二乗検定)

転入者の随時把握と情報照会が負担 314(41.5) 30(63.8) 280(41.1) 0.002

従来の方法で情報共有可・必要性を感じない 211(27.9) 8(17.0) 200(29.4) 0.070

転入直後に情報照会できない 153(20.2) 15(31.9) 136(20.0) 0.051

照会用端末数が限られている 133(17.6) 13(27.7) 119(17.5) 0.080

情報連携システムの未整備・未実施 24(3.2) 3(6.4) 20(2.9) 0.191

情報連携方法の理解不足 13(1.7) 0(0.0) 13(1.9) 0.339

その他 149(19.7) 6(12.8) 142(20.9) 0.183

数値は，数（)
1 756市区町村中のうち，17市区町村は無回答
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た。

マイナポータルでの健診結果の閲覧について，住

民から問い合わせがあったのは，985市区町村のう

ち，1 市区町村であり，問い合わせの件数は10件未

満であった。

 考 察

2020年から開始された乳幼児健診等のデータ利活

用であるが，1 年未満の間に乳幼児健診における最

低限電子化すべき項目は 9 割以上の市区町村で電子

化が進んでいた。しかし，乳幼児健診および妊婦健

診含めて標準的な項目が電子化されているのは半分

以下にとどまっていた。市区町村独自の項目を電子

化しているところもあり，電子化が必須化されてい

ない項目は，市区町村によって対応が異なることが

示唆された。また，妊婦健診では電子化率が低く，
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とくに，指定都市・中核市・特別区などの都市部

で，低い傾向が認められた。妊婦健診では，情報収

集の主体が市区町村ではなく医療機関になるため，

市区町村による情報把握が困難であるが6)，人口規

模の大きさや転出入，医療機関の数の多さなどのた

めに，都市部ほどその傾向が強くなることが推察さ

れた。しかし，今回の調査では最低限電子化すべき

項目以外で電子化が進まない理由については収集し

ておらず，推察の域を出ない。今後は，データの電

子化を阻害する要因を精査し，電子化を促進するた

めの基盤を整備していくことが望まれる。

電子化した情報は，自治体間で連携するために個

人識別符号をつけて副本登録する必要がある10)。今

回の調査では，副本登録のために同じ情報を再入力

しなければならない市区町村も少なくないことが示

された。副本登録にかかる作業がある市区町村ほ

ど，負担に感じる傾向にあり，副本登録の自動化な

ど副本登録にかかる作業の効率化を図ることが，職

員の負担軽減，ひいては事業の継続に重要であると

考えられた。各市区町村では，本データとして母子

保健システムで健診等の情報を入力しており，その

データが自動で副本登録されれば，現場の労力を増

やさずに情報連携をすることができる上に，データ

入力作業の回数を減らすことは，データ入力ミスの

軽減にもつながる。総務省の報告によると，2019年

時点では，情報連携の運用に際して，最も多くのイ

ンシデントは副本登録誤りによって生じていた11)。

副本登録の作成方法に自治体間で違いがある原因に

ついては今回の調査からは不明であり，現状を理解

し，作業の効率化を進めるための検討に向けて，更

なる実態調査が望まれる。

情報連携については，情報連携のための環境が未

整備な自治体が3.2あったが，課題がありながら

も，ほとんどの市区町村で情報の電子化および情報

連携の基盤は構築されていた。一方で，実際に情報

連携を行ったことのある市区町村は13.2のみと，

電子化した情報を十分に活用できていない現状が明

らかになった。情報連携の実施率は，指定都市・中

核市・特別区で有意に高く，規模の小さな市町村で

は，従来の方法で十分に情報連携を行えるため，情

報照会の意義を感じていない可能性が考えられた。

一方で，指定都市・中核市・特別区など，都市部，

首都圏，大規模都市周辺の市区では，転出入の数が

多く，随時情報照会を行うことの負担が大きいと考

えられた。また，転居のタイミングで情報照会して

も，転居元の自治体で副本登録されていないと照会

してもデータが取得できないことも課題として挙げ

られた。公衆衛生分野での情報連携が進まない要因

としては，技術的，動機的，経済的，政治的，法律

的，倫理的な 6 つの要因があると考えられてい

る12)。健診等の情報連携は，データヘルス促進のた

めに政府が主導的に進めており，そのための法整備

や資金的支援も行われている5,7,8)。今回の調査から

は，都市部，首都圏，大規模都市周辺の市区では，

情報連携の実施率は高いものの，情報連携に課題を

感じている割合も高く，情報照会にかかる業務負担

や，情報照会してもすぐに期待したデータが手に入

らないといった課題が大きいことが伺えた。扱う件

数が増えてもスムーズに情報入力や連携ができるよ

うな技術的な解決が求められる。一方で，その他の

市町村では，規模が小さい，あるいは転出入の少な

い市町村が多く含まれると考えられ，従来の方法で

十分に情報を取得できる状況が推察された。電子

データ入力や副本登録などの作業の負担に比べて，

情報連携で必ずしも必要な情報が得られず，情報連

携を行う必要性を感じられないという，技術的およ

び動機的な側面が，情報連携の進まない主な理由と

考えられた。電子化するデータ項目の整備，即時で

スムーズな副本登録，作業効率化による現場職員の

負荷軽減など多面的な取組が必要と考えられた。

マイナポータル閲覧の問い合わせは 1 自治体のみ

であった。マイナポータル閲覧は問い合わせをしな

くても実施が可能なため，問い合わせがないことで

必ずしも閲覧数が低いとは言えない。しかし，マイ

ナポータルで母子保健情報が閲覧可能であることが

十分に周知されておらず，住民に認知されていな

い，あるいは，住民が関心を持っていないという状

況が反映されている可能性はある。総務省が，20歳

以上の成人100人を対象に行った調査によると，デ

ジタル化が進んでほしい分野として 1 位が行政サー

ビス分野（55.6），2 位が医療介護分野（48.8）

となっており，デジタル化によって利便性が高まる

ことへの期待はあると考えられる13)。マイナポータ

ル閲覧による健診等の情報の取得についても，より

利用者の促進を促すために，周知を図っていくこと

が必要であると推測される。また，現状，健診など

のデータがマイナポータルに反映されるのには 23

か月を要しており，即時にデータ共有ができる仕組

みの構築など，利用者の利便性の向上を同時に進め

ていくことも望まれる。

電子化が開始される前は，健診等の情報は，市区

町村間で記録内容が標準化されておらず，転居に伴

う自治体間の情報の引継ぎや，子どもの成長に合わ

せた関係機関での情報共有が困難であった14)。今

回，全国共通の最低限電子化すべき項目および標準

的な項目が整備され，それらの電子化情報を連携す
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ることによって，健診等の受診有無，判定結果，身

体計測値等を自治体間で共有することが可能になっ

た。転居などに伴って自治体間で情報連携を行うこ

とで，未受診児など，支援が必要な子どもや家庭を

把握し，継続的な支援を円滑に提供することができ

るようになるというメリットが期待され，母子保健

情報の電子化および情報連携をさらに促進していく

ことが望まれる。

本研究は，市区町村において乳幼児健診等の情報

の電子化が義務付けられてから初めて行った全国調

査であり，情報利活用の実態を知る上で重要な調査

である。本研究の限界としては，選択式の調査のた

め，副本登録に感じる課題や情報連携を行わない理

由などについて，調査票に選択肢として記載されて

いない項目や，背景要因については把握できていな

い可能性があることが挙げられる。今回，理由とし

てその他を選択した市区町村も一定数あり，課題の

抽出とその課題が生じる要因を理解するためには，

副本登録や情報連携に負担や課題を感じていると回

答した市区町村，および情報連携を実施できていな

い市区町村について，指定都市・中核市・特別区，

その他の市町村ごとに，より詳細な調査を行う必要

があると考えられる。また，本調査では副本登録が

自動で行われない理由については明らかになってい

ない。副本登録にかかる追加の業務は，現場での負

担感と強く関連しており，即時に副本登録されない

ことが情報連携の阻害要因の一つとなっている。副

本登録の簡易化を進めるためには，実際市区町村で

どのように副本登録が行われているか，別途調査し

て，副本登録の課題を把握することが望まれる。

 結 語

乳幼児健診等母子保健情報の電子化および情報連

携の実施状況と運用上の課題を把握するために，市

区町村を対象として調査票による調査を実施した。

最低限電子化すべき項目はほとんどの市区町村で電

子化されていた。一方で，標準的な電子記録様式を

電子化している市区町村は半数以下に留まり，情報

連携を行っている市区町村は 1 割程度であった。ま

た，副本登録に対する負担感や情報入力の必要性へ

の疑問を感じている市区町村が少なからず存在し，

情報の円滑な活用における課題が明らかになった。

指定都市・中核市・特別区などの都市部，首都圏，

大規模都市周辺の市区では，電子データ入力や副本

登録などの作業の負担が大きいことやデータが即時

にシステムに反映されないことが，その他の市町村

では，作業負担の割に情報連携で必ずしも必要な情

報が得られないことから，情報連携を行う必要性を

感じられないことが，情報連携の進まない主な理由

と考えられた。電子化するデータ項目の整備，即時

でスムーズな副本登録，作業効率化による現場職員

の負荷軽減など多面的な取組が必要と考えられた。
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